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議案第２０号 

 

   令和４年度中野市後期高齢者医療事業特別会計予算 

 

 令和４年度中野市後期高齢者医療事業特別会計の予算は、次に定めるところに 

よる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 590,376千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、｢第１表 歳入歳出予算｣

による。 

（歳出予算の流用） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２０条第２項ただし書の規定に

より歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと 

定める。 

⑴ 各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場

合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   令和 ４ 年 ３ 月 １ 日   提出 

             中 野 市 長   湯 本 隆 英 

   令和 ４ 年 ３ 月  日    決 

             中野市議会議長   町 田 博 文 



第　１　表　　　歳　入　歳　出　予　算
（単位　千円）歳　　入

款 金　　　　　　額項

1 後期高齢者医療保険料 433,219

1 後期高齢者医療保険料 433,219

2 使用料及び手数料 100

1 手数料 100

3 繰入金 155,951

1 一般会計繰入金 155,951

4 繰越金 1

1 繰越金 1

5 諸収入 1,105

1 延滞金、加算金及び過料 5

2 償還金及び還付加算金 1,100

歳　　　入　　　合　　　計 590,376

（単位　千円）歳　　出

款 金　　　　　　額項

1 総務費 16,428

1 総務管理費 12,719

2 徴収費 3,709

2 後期高齢者医療広域連合
納付金 572,548

1 後期高齢者医療広域連合
納付金 572,548

3 諸支出金 1,100

1 償還金及び還付加算金 1,100

4 予備費 300

1 予備費 300

歳　　　出　　　合　　　計 590,376

(  310  ) (  311  )
後期高齢



（単位　千円）

令和 4年度　中野市 後期高齢者医療事業特別会計

歳入歳出予算事項別明細書
１　総　括
(歳　  入)

款 本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比　　　　　　較

1 後期高齢者医療保険料 433,219 416,042 17,177

2 使用料及び手数料 100 100 0

3 繰入金 155,951 138,867 17,084

4 繰越金 1 1 0

5 諸収入 1,105 1,105 0

590,376 556,115 34,261歳　　入　　合　　計

後期高齢
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(歳　  出)

款
本　　年　　度

予　　算　　額

前　　年　　度

予　　算　　額
比　　　　較

（単位　千円）

　　本　　年　　度　　予　　算　　額　　の　　財　　源　　内　　訳　　

特　　　　　　　定　　　　　　　財　　　　　　　源

国  県  支  出  金 地　　方　　債 そ　　の　　他

一　  般　  財　  源

1 総務費 16,428 13,660 2,768 0 0 16,428 0

2 後期高齢者医療広域連合
納付金 572,548 541,055 31,493 0 0 139,328 433,220

3 諸支出金 1,100 1,100 0 0 0 1,100 0

4 予備費 300 300 0 0 0 300 0

590,376 556,115 34,261 0 0 157,156 433,220歳　　出　　合　　計

（  314  ）
後期高齢
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2　歳　　入

1 款 後期高齢者医療保険料 433,219千円 （単位　千円）

項　　　　　　　目 本　　年　　度 前　　年　　度 比　　　　　較
節

区　　　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

(1) 後期高齢者医療保険料 433,219 416,042 17,177

1 特別徴収保険料 286,157 273,136 13,021 1 現年度分 286,157

2 普通徴収保険料 147,062 142,906 4,156 1 現年度分 146,562

2 滞納繰越分 500

433,219 416,042 17,177　計

2 款 使用料及び手数料 100千円 （単位　千円）

項　　　　　　　目 本　　年　　度 前　　年　　度 比　　　　　較
節

区　　　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

(1) 手数料 100 100 0

1 督促手数料 100 100 0 1 督促手数料 100

100 100 0　計

3 款 繰入金 155,951千円 （単位　千円）

項　　　　　　　目 本　　年　　度 前　　年　　度 比　　　　　較
節

区　　　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

(1) 一般会計繰入金 155,951 138,867 17,084

1 事務費繰入金 32,136 20,425 11,711 1 事務費繰入金 20,279

2 職員給与費等繰入 11,857
金

2 保険基盤安定繰入金 123,815 109,582 14,233 1 保険基盤安定繰入 123,815
金

98 職員給与費等繰入金 0 8,860 △8,860△

155,951 138,867 17,084　計

4 款 繰越金 1千円 （単位　千円）

項　　　　　　　目 本　　年　　度 前　　年　　度 比　　　　　較
節

区　　　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

(1) 繰越金 1 1 0

1 繰越金 1 1 0 1 前年度繰越金 1

1 1 0　計

(後期高齢)
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5 款 諸収入 1,105千円 （単位　千円）

項　　　　　　　目 本　　年　　度 前　　年　　度 比　　　　　較
節

区　　　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

(1) 延滞金、加算金及び過 5 5 0
料

1 延滞金 5 5 0 1 延滞金 5

(2) 償還金及び還付加算金 1,100 1,100 0

1 保険料還付金 1,000 1,000 0 1 保険料還付金 1,000

2 還付加算金 100 100 0 1 還付加算金 100

1,105 1,105 0　計

(後期高齢)
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3　歳　　出

1 款 総務費 16,428千円 （単位　千円）

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

項　　　　　目 本　年　度 前　年　度 比　　　較 特　　定　　財　　源 説　　　　　　　　　　　　  明
一般財源 区　　　　　分 金　　額

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

(1) 総務管理費 12,719 9,705 3,014 12,719

1 一般管理費 12,719 9,705 3,014 12,719 2 給料 6,878

11,857 3 職員手当等 2,924 ◎職員人件費 11,857
（繰）職員給与費等繰入金 11,857 　 2　給料

4 共済費 2,055 　　　・常勤一般職　２人分 6,878
　 3　職員手当等

10 需用費 16 　　　・通勤手当 86
　　　・時間外勤務手当 261

11 役務費 573 　　　・期末手当 1,326
　　　・勤勉手当 1,177

13 使用料及び賃借料 273 　　　・寒冷地手当 74
　 4　共済費
　　　・市町村職員共済組合市負担金 2,044
　　　・地方公務員災害補償基金負担金 11

862 ◎一般管理事務費 862
（繰）事務費繰入金 862 　10　需用費

　　　・消耗品費 16
　11　役務費
　　　・郵便料 573
　13　使用料及び賃借料
　　　・有料道路通行料 6
　　　・後期高齢者医療広域連合電算処理システム増 267
　　　　設機器借上料

(2) 徴収費 3,709 3,955 △246 3,709

1 徴収費 3,709 3,955 △246 3,709 10 需用費 104

3,709 11 役務費 1,305 ◎徴収事務費 3,709
（使）督促手数料 100 　10　需用費
（繰）事務費繰入金 3,609 12 委託料 1,297 　　　・印刷製本費 104

　11　役務費
18 負担金補助及び 1,003 　　　・郵便料 1,100

交付金 　　　・口座振替手数料 128
　　　・窓口振込手数料 24
　　　・コンビニ納付手数料 53
　12　委託料 1,297
　　　・保険料帳票作成等委託料
　　　・コンビニ収納サービス委託料
　18　負担金補助及び交付金
　　　・長野県市町村基幹系共同利用システム負担金 1,003

16,428 13,660 2,768 16,428計

(後期高齢)
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2 款 後期高齢者医療広域連合納付金 572,548千円 （単位　千円）

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

項　　　　　目 本　年　度 前　年　度 比　　　較 特　　定　　財　　源 説　　　　　　　　　　　　  明
一般財源 区　　　　　分 金　　額

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

(1) 後期高齢者医療広域連 572,548 541,055 31,493 139,328 433,220
合納付金

1 後期高齢者医療広域連 572,548 541,055 31,493 139,328 433,220 18 負担金補助及び 572,548
合納付金 交付金

139,328 433,220 ◎後期高齢者医療広域連合納付金 572,548
（繰）事務費繰入金 15,508 　18　負担金補助及び交付金
（繰）保険基盤安定繰入金 123,815 　　　・保険料等負担金 572,548
（諸）延滞金 5

572,548 541,055 31,493 139,328 433,220計

3 款 諸支出金 1,100千円 （単位　千円）

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

項　　　　　目 本　年　度 前　年　度 比　　　較 特　　定　　財　　源 説　　　　　　　　　　　　  明
一般財源 区　　　　　分 金　　額

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

(1) 償還金及び還付加算金 1,100 1,100 0 1,100

1 保険料還付金 1,000 1,000 0 1,000 22 償還金利子及び 1,000
割引料

1,000 ◎保険料還付金 1,000
（諸）保険料還付金 1,000 　22　償還金利子及び割引料

　　　・過誤納還付金 1,000

2 還付加算金 100 100 0 100 22 償還金利子及び 100
割引料

100 ◎還付加算金 100
（諸）還付加算金 100 　22　償還金利子及び割引料

　　　・過誤納還付加算金 100

1,100 1,100 0 1,100計

4 款 予備費 300千円 （単位　千円）

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

項　　　　　目 本　年　度 前　年　度 比　　　較 特　　定　　財　　源 説　　　　　　　　　　　　  明
一般財源 区　　　　　分 金　　額

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

(1) 予備費 300 300 0 300

1 予備費 300 300 0 300

300 300 0 300計

(後期高齢)
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給　　与　　費　　明　　細　　書

区　　分 職員数
給　　　　与　　　　費

報　　酬
共済費 合　　計 備　　考

給　　料 職員手当 計

6091,978 2,6280
0

650 3,237

2,924 11,857
0

2 1,4464,900 8,620
0

7,1742,274

2,0556,8782

(千円)

(千円) (千円)(人)

9,802
本　年　度

比　　　較

前　年　度

(　　)

(　　)

(　　)

住居手当

 職 員 手 当

区　　分 管理職手当扶養手当 通勤手当 時 間 外 特殊勤務手当 期末手当

区　　分

勤務手当

勤勉手当 寒冷地手当 日宿直手当 管理職員
特別勤務手当 退職手当 夜間勤務手当

△39△288

497

45935

△14

261

74

1,326

1,177

86

300288

88680

51 867

(千円)

本 年 度

前 年 度

本 年 度

前 年 度

比　　較

比　　較

の　内　訳

（1）　総　　括
1　　　一　般　職
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(２)　給料及び職員手当の増減額の明細

千円 千円

給　料 0

97

1,881 ･採用、退職、・常勤一般職の異動状況

 異動等に伴う　　本年度　　  2人

 増減分 　　前年度　　  2人

　　増　減　    0人

職員手当 △ 174 ・期末手当　△0.15月

・令和３年度期末手当改定相当額の減額

824 ･職員の異動等

(３)　給料及び職員手当の状況

　ア　職員１人当たり給料

　イ　初任給

(円)
区 分

一般行政職 国の制度

一般行政職(円)

大 学 卒 182,200 182,200

高 校 卒 150,600 150,600

令和3年1月1日現在
平均給料月額(円) -

平 均 年 齢 (歳) -

令和4年1月1日現在
平均給料月額(円) 285,600

平 均 年 齢 (歳) 38.00

３ その他の
　 増減分

650 １ 制度改正に
　 伴う増減分

２ その他の
　 増減分

区 分 一般行政職

備 考

1,978 １ 給与改定に
　 伴う増減分

２ 昇給に伴う
　 増加分

区　分 増減額 増減額の増減事由別内訳 説　　明
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　ウ　級別職員数

( ) ( )

( ) ( )

1 50.0

( ) ( )

1 50.0

( ) ( )

令和4年1月1日

現在 ( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

2 100.0

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

令和3年1月1日

現在 ( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

0 0.0

２級

７級

４級

区 分
一般行政職

（単位　人％）

計

１級

２級

３級

職員数

３級

４級

５級

構成比

７級

計

１級

６級

５級

６級
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（級別の基準となる職務）

主事 主事 係長 課長補佐 課長 部長 参事幹

技師 技師 副主幹 主幹 副参事 参事

主事補 主査

技師補 主任主事

主任技師

主任

　エ　昇給

（Ａ）

（Ｂ）

（Ａ）

（Ｂ）

　オ　期末手当・勤勉手当

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

６　級

一般行政職

７　級

一 般 行 政 職

区　分 １　級 ２　級 ３　級 ４　級 ５　級

職 員 数 (人) 2 2

区 分 合　計

本

年

度

昇給に係る職員数

８号給 (人)

(人) 2 2

(人)
号 給 数 別 内 訳

４号給 (人) 2 2

６号給

２号給 (人)

比          率（Ｂ）／（Ａ） (％) 100.0 100.0

前

年

度

職 員 数 (人) 2 2

号 給 数 別 内 訳

２号給 (人)

４号給 (人) 2 2

昇給に係る職員数 (人) 2 2

８号給 (人)

比          率（Ｂ）／（Ａ） (％) 100.0 100.0

６号給 (人)

4.300

支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計 職制上の段階、職務の
備考

６月 （月分） 12月 （月分） （月分） 級等による加算措置　

国 の 制 度
1.125 1.125 2.250

有
2.150 2.150 4.300

区　　分

前 年 度
1.175 1.175 2.350

有
2.225 2.225 4.450

本 年 度
1.125 1.125 2.250

有
2.150 2.150

( 327 )



　カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

　キ　特殊勤務手当

　ク　その他の手当

区分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度

備　　考
（月分） （月分） （月分） （月分） 加算措置等

そ の 他 の

定年前早期
退職特例措置

支 給 率 等 26.36550 33.27075 47.70900 47.70900

定年前早期
退職特例措置

国 の 制 度 26.36550 33.27075 47.70900 47.70900

(支給率等)

区 分 全職種

給料総額に対する比率 (％)

一般行政職

差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同

支給対象職員の比率
(％)

(令和4年1月1日現在)

住 居 手 当 同

通 勤 手 当 同

代表的な特殊勤務手当の名称

区 分 国の制度との異同
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